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LETTER 　2021年11月号のニュースレターをお届けします。

　掲載内容に関してご不明な点等があれば、当事務所

までお問い合わせください。
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2026年8月号のニュースレターをお届けします。
掲載内容に関してご不明な点等があれば
当事務所までお問い合わせください。
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◆経営セーフティ共済　積立になる強固な盾
◆決算対策をご検討中の経営者様へ
◆群馬県成長実現型M＆A補助金
◆令和8年度最低賃金の引上げ額の目安は？
◆9月1日から交付申請の受付が始まる業務改善助成金
◆10月1日から追加が必要な労働条件の明示事項
◆休日と休暇の違い
◆副業・兼業人材、スポットワーク人材の活用
◆M&A譲渡し情報
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注目の最低賃金引上げの目安が、2026 年 7月 28日の中央最低賃金審議

会目安に関する小委員会報告で以下の通り、示されました。 

 

【Ａランク】 54円 

埼玉、千葉、東京、神奈川、愛知、大阪 

【Ｂランク】 56円 

北海道、宮城、福島、茨城、栃木、群馬、新潟、富山、石川、福井、山梨、長野、岐阜、

静岡、三重、滋賀、京都、兵庫、奈良、和歌山、島根、岡山、広島、山口、徳島、香川、

愛媛、福岡 

【Ｃランク】 56 円 

青森、岩手、秋田、山形、鳥取、高知、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄 

 

最低賃金については以下の３要素を中心に議論が行われますが、そのポイントは

以下のとおりとなっています。 

(1)労働者の生計費 

消費者物価が引き続き上昇局面にある中、食料など生活必需品を含む支出項目

に係る消費者物価が継続して高いことに着目するが、その上昇率は、昨年より鈍

化していることを考慮する必要がある。 

(2)賃金 

昨年に引き続き高水準の賃上げとなっており、中小企業を含めた賃上げの流れ

が継続していることを考慮する必要がある。 

(3)通常の事業の賃金支払能力 

売上高経常利益率等の賃金支払能力に関する項目が改善傾向にある。一方、依

然として賃上げ原資の確保が難しい企業も存在している。 

 

各都道府県の最低賃金は今後、地方最低賃金審議会で審議されることになりま

す。地域間格差の縮小も大きなポイントとなっていますので、Ｃランクの県を中心

に最終的な引上げ額がどうなるかについては引き続き注視していきましょう。 

 

令和8 年度最低賃金の引上げ額の目安は 

Ａランク 54円、ＢＣランク 56 円に 



助成金についてはその他にも細かい要件等があるため、厚生労働省ホームページ（右の二次
元バーコードからご覧いただけます）から情報を確認してください。
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9月1日から交付申請の
受付が始まる業務改善助成金
今年度の最低賃金の動きが気になるところですが、厚生労働省では賃金の引上げを行う中小企
業を支援するために、業務改善助成金を設けています。2026年度の業務改善助成金の交付申
請の受付が9月1日から始まることから、この助成金の概要を取り上げます。

業務改善助成金とは
　業務改善助成金は、生産性向上に資する設
備投資等（機械設備、コンサルティング導入や
人材育成・教育訓練）を行い、事業場内最低賃
金（※）を一定額以上引き上げた場合、その設
備投資などにかかった費用の一部が助成され
るものです。
※事業場内最低賃金とは、事業場でもっとも低
い時給のことをいい、地域別最低賃金と同じよ
うに計算します。

対象となる設備投資等
　設備投資等の例としては、以下のものが挙げ
られます。助成対象経費の下限は10万円（税
抜き）です。なお、1つの価格が 10 万円未満の
設備投資等であっても、他の生産性向上に資
する設備投資等と合わせた合計金額が 10万
円以上となる場合は、助成の対象となります。
• POSレジシステム導入による在庫管理の
短縮

• リフト付き特殊車両の導入による送迎時間
の短縮

• 国家資格者による、顧客回転率の向上を目
的とした業務フロー見直し

• 顧客管理情報のシステム化

助成上限額等と申請の流れ
　賃金の引上げにより分かれる「コース区分」に
よって、下表のように助成上限額が設定されてい
ます。具体的な助成上限額は、引き上げる労働者
（雇用保険被保険者）の数によって異なります。

　助成金額は、生産性向上に資する設備投資
等にかかった費用に一定の助成率をかけた金
額と助成上限額とを比較し、いずれか安い方の
金額となります。
　この助成率は、事業場内最低賃金が1,050
円未満の場合は5分の4、事業場内最低賃金
が1,050円以上の場合は4分の3です。
　申請の流れは、事業場内最低賃金の引上げ計
画と設備投資等の計画を立てて申請し、交付決
定後に計画どおりに事業を進め、事業の結果を
報告することにより、設備投資等にかかった費
用の一部が助成金として支給されます。

コース区分
助成上限額

右記以外の事業者 事業場規模30人
未満の事業者

50円コース 30～130万円 40～130万円

70円コース 40～300万円 50～300万円

90円コース 90～600万円 100～600万円

社会保険労務士法人ローム
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改正の背景
　パートタイマーや契約社員など（以下、「パー
ト等」という）、正社員よりも1週間の所定労働
時間が短い労働者や期間の定めがある労働
者にはパートタイム・有期雇用労働法（以下、
「パート・有期法」という）が適用されます。この
パート・有期法の第14条第2項で、会社はパー
ト等から求めがあったとき、正社員との間の待
遇の相違の内容と待遇を決定するに当たって
考慮した事項を説明しなければならないと定め
られています。
　今回、パート等にこの「説明を求めることが
できること」を、より知らせる目的から、労働条件
の明示事項として追加されることとなりました。

10月1日からの追加項目
　改正の背景を踏まえ、パート等を雇入れた
際、労働条件通知書等の項目として、新たに「待
遇の相違等に関する説明を求めることができ
る旨」を追加する必要があります。
　厚生労働省が提供するモデル労働条件通知
書では、次のような記載例が示されています。
　

　記載例の「通常の労働者」については、自社
における呼称（「正社員」等）に置き換えて記載
することも可能とされています。

漏れがちな記載事項
　現行でも、パート等を雇入れた際には、通常の
従業員を雇入れた際の労働条件の明示事項に、
以下の4つの項目を追加する必要があります。

　この中で、特に④の項目の記載が漏れている
ケースが多く見られます。この相談窓口は、パー
ト等の雇用管理の改善や苦情等に関する相談
に応じる窓口です。

① 昇給の有無
② 退職手当の有無
③ 賞与の有無
④ パートタイム・有期雇用労働者の雇用管理
の改善等に関する事項に係る相談窓口

正社員が定年退職後、例えば「嘱託社員」というような名称で有期契約として雇用されているケースがあり
ますが、この嘱託社員もパート・有期法の適用対象者です。そのため、嘱託社員に労働条件を明示する際
には、漏れがちな記載事項として挙げた 4つの項目と、10月1日から追加となる項目についても記載が必
要です。ひな形をチェックして、不備があれば修正しておきましょう。

7月号 / 2026労務管理情報　ROUMU INFORMATION

10月1日から追加が必要な
労働条件の明示事項
従業員を雇入れた際に労働条件の明示を行う義務がありますが、従業員のうち、パートタイマー
や契約社員を雇入れた際の労働条件の明示事項が10月1日より追加されます。以下では、その
内容と合わせて確認しておきたい漏れがちな明示事項を確認します。

次の窓口に対して通常の労働者との間の待遇
の相違（内容・理由）等について説明を求める
ことができる。
部署名　　　　　　
担当者氏名　　　　　　　（連絡先　　　　）

社会保険労務士法人ローム
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8月号 / 2026労働基準法情報  　会話で学ぶ人事労務管理の勘所

休日と休暇の違い
このコーナーでは、人事労務管理で問題になるポイントを、
社労士とその顧問先の総務部長との会話形式で分かりやすくお伝えします。

総務部長

同業他社では、夏休みを3日設けているという話を聞きました。当社は特にお盆休みを
設けていないため、夏休みを設けてはどうかと考えています。

なるほど。休みというお話でしたが、これは休日にするのか休暇にするのか、何かお考え
がありますか？

そこまで考えていませんでしたが、休日と休暇はどのような違いがあるのですか？

休日は「もともと働く義務がない日」であり、休暇は「本来は働く義務がある日について、
労働を免除する」ものです。 よって、休日を増やす場合、年間休日日数が増えることにな
りますので、求人において採用力の向上につながるでしょう。その一方で、割増賃金の計
算に影響があります。年間休日日数が増えるということは、年間の所定労働日数が減少
することになりますので、1日当たりの所定労働時間数に変わりがなければ、1年間の所
定労働時間数が減ることになります。

休暇にすれば、あくまでも年間の所定労働日数は変わらず、労働日に休暇を取ることにな
ります。その場合、割増賃金の計算への影響はありません。

① 休みを増やす場合、休日にするのか、休暇にするのかによって、割増賃金の計算への影響
が異なる。

② 休暇扱いとする場合、取得日数や取得時期等の細かな取扱いを決めておく必要がある。

例えば年間休日が112日で、これを3日増やし115日とした場合、1年間の所定労働時
間数は以下のようになるということですね（所定労働時間8時間のケース）。
　年間休日112日　8時間×（365日－112日）＝2,024時間
　年間休日115日　8時間×（365日－115日）＝2,000時間
　 ※うるう年は365日を366日で計算

休暇にする場合、どのようなことを検討する必要がありますか？

その通りです。割増賃金の計算は、この1年間の所定労働時間数を12ヶ月で除した
「1ヶ月の平均所定労働時間数」を用いて、行うことになります。年間休日日数を増やす
ことで「1ヶ月の平均所定労働時間数」が減り、割増賃金を計算する際の「1時間当た
りの賃金額」が高くなります。

一斉の休暇にするのか、従業員の希望に合わせるのか、日数をどのようにするのか、ま
た、その取得は連続とするのか、分割とするのか、有給か無給か等が挙げられます。

なるほど。意外なところに影響が出ますね。

様々な検討が必要ですね。また相談させてください。

社労士

ONE 
POINT

社会保険労務士法人ローム
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副業・兼業は7.0％
　上記白書から、副業・兼業人材およびスポッ
トワーク人材の活用状況をまとめると、下表の
とおりです。

　副業・兼業人材は、全体では現在活用してい
る企業は7.0％でした。現在活用していないが活
用したことがある（以下、活用したことがある）
を合わせると11.0％となります。

　業種別にみると、宿泊業、飲食サービス業が
32.9％で最も高くなりました。次いで運輸業、
郵便業が15.9％と、10％を超える状況です。最
も低いのは建設業で4.7％、次いで卸売業が
5.6％という状況です。

スポットワークは6.1％
　スポットワーク人材の活用は、全体では現在
活用しているが6.1％でした。活用したことがあ
るを合わせると11.9％で、兼業・副業人材と同
程度になります。

　業種別にみると宿泊業、飲食サービス業が
49.4％で最も高く、運輸業、郵便業が12.6％、
小売業が11.0％で続いています。最も低いのは
建設業で4.0％でした。

　業種による活用状況の違いが明確な副業・
兼業人材、スポットワーク人材ですが、自社業務
を見直すことなどにより、こうした人材を活用で
きる企業が増えるかもしれません。

副業・兼業人材、
スポットワーク人材の活用
ここでは、今年4月に発表された2026年版中小企業白書※から、中小企業における副業・兼業
人材等の活用状況をみていきます。

※中小企業庁「2026年版「中小企業白書」全文」
　このデータは白書 214～ 215ページ掲載の、（株）帝国データバンク「令和 7年度中小企業の経営課題と事業活動に関する調査」の結果です。この調査は
全国の中小企業 12,215 社についての分析です。ここでの副業・兼業人材は、他社の正社員が業務後や休日等の空き時間を使って別の仕事を行うことを、スポッ
トワーク人材は、求人関連のアプリやプラットフォームを用いて、短時間・単発の業務に従事する人材を指します。表中では、四捨五入の関係で全体が 100に
ならない部分があります。詳細は次の URLのページから確認いただけます。
https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2026/PDF/chusho.html

副業・兼業人材、スポットワーク人材の活用状況 （％）

中小企業庁「2026年版中小企業白書」より作成

現在活用している 現在活用していないが
活用したことはある

活用したことはないが今
後活用する意向がある

活用したことはなく今後
も活用する意向はない

副業・兼業 スポット
ワーク 副業・兼業 スポット

ワーク 副業・兼業 スポット
ワーク 副業・兼業 スポット

ワーク
全体 7.0 6.1 4.0 5.8 14.5 13.3 74.5 74.8
建設業 4.7 4.0 2.9 4.4 14.0 15.0 78.4 76.6
製造業 6.1 5.2 4.6 6.0 15.1 12.5 74.2 76.2
情報通信業 7.3 6.0 6.5 7.3 15.6 9.1 70.6 77.6
運輸業、郵便業 15.9 12.6 5.4 6.7 12.3 13.2 66.5 67.4
卸売業 5.6 5.2 3.1 5.8 13.9 12.4 77.4 76.7
小売業 9.1 11.0 5.0 6.1 17.8 15.1 68.1 67.8
宿泊業、飲食サービス業 32.9 49.4 11.8 9.4 12.9 8.2 42.4 32.9
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業種 所在地 売上高 譲渡希望額

化学製品卸 関東地方 10億円以上～ 応相談(s)

整形外科 関東地方 5億円未満 応相談(m)

受託開発ソフト 関東地方 2～3億円 応相談(s)

建築設計業 関東地方 1億円程度 応相談(s)

空調設備工事 関東地方 5～10億円 応相談(s)

機械工具 関東地方 2～5億円 応相談(s)

訪問看護／居宅介護支援 関東地方 6,500万円 応相談

M　＆　A　譲　渡　し　情　報    

お問い合わせ先　㈱北関東M＆Aサポート　☎ 027-260-8630




